
 

 

 

国民健康保険の制度概要 



我が国の医療制度の概要

慮者 (被保険警)

①保険料

【医療保険制度】

公資負担

(主な制度名)

国民健康保険

全国健康保険協会
管掌健康保険
(旧政管健保)

組合管掌健康保険

共済組合

支援金

※保陰者数及び加入者数は常和4年 3月 末時丁籠

後期高齢者医療制度   47

【医療提供体制】
病院:    8,156

(病床数:■,49為 957)

診療所:  105,182

(病床数:8傷436)

歯科静森断1 67,755

菜局:    62,375
紫数学は、今和4年 10月 IB鋳漁
〔出典:命和4年盛熊協設勁醸嗣空〉

※嘉局はこ,和4年3月 末鋳漁

(幽典:,TC4年度衛生行取韓告例〉

医師   339,623人

館科医師  ■07,443人

慕れ師  321,982人

骨腹師  ユ32.0万人

保健節   6.7万人

助産師   4.2万人
※区節・歯秘医師・票翻節は令和2年12月 at僻時点

〔令和2年 E節 ,由稀躊欝,葉翻節嗣空〉

＼

②受診日窓ロ 担

③診療 幣増t

⑤支払

④賄求

行取機関

と
ロ

都道府県

市町村

保険着

(保険者数 )

1,716

1

■,388

85

(加入者数)

約2,537万人

約4′027万人

約2,838万人

約869万人

'来組 毎・際

“

各保険者

■

■

■

―
Ⅲ
Ⅲ

保険料22.5メと円

・70歳以上
1割負担
(現役並み所得者は3割負担、
令和4年 lo月 1日 から現役並み
所得若以外の一定所得以上
の者は2警l負担)

・70識 かヽら,4歳
2割負担        ´
(玩役並み所得者は3銀負担 )

・義務教育就学後から00歳

e割負担

・義務教育就学前

2割負担

息者負担5.2J巴用

医療費45Jと円

*保険者数及び加入者数1よ今和4年 3月 末時点

約1,843万人
年臣住施蔽 ("B〕 H田臣Jt



保険酔霧り流れ

保隣診療に議ける全体の流れについて1ま、以下のフローチヤートのとおりじ
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騨一部長趣金 韓I審査溝♂〕請求善 跡請求金額

F)支払七ゝ

艶

r)支払い 17)送付

1朝性 鶴

伸

命 捧
詈査支拙協‐剛

(祉畿録膜静篠報田支払基金
田民盤康保険霊伸違台姿〕
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市町村田保 協会けんぽ 組合健保 共済組合
後期高齢書
騒藤鶴虚

保険者数

(令和4算 3月末)

1,716 1 1,388 85 47

加入者数
(令奉R4年3月 末)

2P537万 ,入

(T,699万世帯)

4,027万人

〔維壌簗懲||:|`男剣
2,838万人

〔較娯簗暮||:i;男剣 〔 〕
869万人

被保険者477万 人

被扶養者392万人

1,843万 人

加入者平均年齢
(令和3年度)

65～ 74議の割合
(令和3年度)

54.4歳

45.2%

38,7歳

8.2%

35,7歳

3.5% フ|¬ ,6%

33.1歳

1.6%(※ 1)

82.9歳

加入者一人当たり

医療費(令和3年度)

39.5万円 1914万 円 17.1万円 16.7万円 94,0万円

加入者一人当たり
平均所得(※ 2)

(令和3年度)

93万円

一世帯当たり

言40万円〔 〕

169万円

一世帯当たり(※ 3,

272万円t 〕

237万 円

〔
~1奪

絆 あ〕
252万 円

〔
~∵

言まとま告※
')l

88万円

加入者一人当たり

平均保険料

(令和3年度)(※ 4)

(事業主負担込〉

保陰料負担率

3.9万円

―世帯当たり

13.5万踊〔 〕
9.6,t

12.2万円 (24.4万円〉

被保険者一人当たり

19,G万 円く39.2万円〉

7.296

〔 〕

13.5万円 く29.5万 円〉

被保険者一人当

5.70/も

〔23`2万 R(50,8

14.2万円 (28.5万 円〉

〔警晶協乱二金言考竹,
5.6,も

7.6万円

8.6%

公費負担額(※ 5)

(令和6年度予算来て一λ〕

公費負担
給付費等の50,4
+保険料軽減等

4兆 1,353億円

(国 2JL9,819億 円)

給付費等の16.496

1兆 1,344億円

(全額図書)

後期高齢若支援金等の
負担が重い保瞭者等への補助 |

(金額口費)

1

給付費等の約50%
+保険料軽減等

9兆31232億円

(団5兆9,227億円)

(※ 1)一定の障害の状態にある皆の広増逸合の盟定を発i推書の田合.              イ

(※ 2)市町構口保及び後期萬齢脅医療制度については、「紺所得金篠(叡入総額から必要経費、輸与所骨控除、公的年登等控除を建し]1いたもの,及び山林所縛金額Jに「雑操央の繰越控韓額」と「分離顔蔵所得金機Jを加えたものを
加入を敗で隊したもの

“
(市町村国保燃f国民健康保険尭態観査ど、後痢高齢書ほ森制度は「悛翔高齢書低森制底教保険書芸艤腕査Jのそれぞれの前年所得を使用しているセ,

協後けんぽ、絶台儀保、共′斉強台について1よ 、「標準韓調韓題Jから「構与所得控除に相当する機Jを除いたものを、年度平均打ユ八告敷て除与た多考値である(令稗3年農競鶴にとづき算出,。           ,
(※ 3)被保旗着一人当たりの金額を糖す.

(※ 4)加入者一人当たり保険引銀lよ、市町村田保・俊鶏高齢者医療伸l底は現年分像残斜胡定霞、紋用者保険は決算における保険特議を基1こ推計Ⅲ保浪鶉銀に狩瞳分は含まない.

1来 5)介饉納付金、特定健紗・特定保健控事等1と対する負担金`補助後は歯まれていな与1。



フ5歳

70歳

6歳
(義務教育就学後 )

医療費のァ部負担 (自 己負担)割合について

一般所得者等 百定以上
所得者

現役並み
所得者

それぞれの年齢層におけるィ部負担 (自 己負担)割合は、以下のとおり。
75歳以上の者は、1割 (現役並み所得者は3割、現役並み所得者以外の一定所得以上の者は2割 )。
70識から74歳 までの者は、2割 (現役並み所得者は3割。)。

70歳未満の者は3割と6歳 (義務教育就学前)未満の者は2割。

O

1害J負担 2害じ負担
3割
負担

2害J負担

3割負担

2書J負担



高額療養質制度とは、このような制度です

<例 >70織以上 甲年収約370万円甲770万円の場合 (3雷 ll負担〕
100西円の医療寮で、窓口|の負担 (3害u)が8o万円力`かる場合

目譲翼 二〇0河口

議口負担 島0万円

高額瞭養費とtゴて支給  30濁円-87,430円 =212r570円七

高額療蓑雷需u度 とは主医療機関や薬局の窓口で支払った害員 (X)が、ひと月 (月の初め

茂,｀ ら終わりまで)で上限額を超えた場合に、その超えた金留買を支給する制度ですも

X入院時の食置負担や走7韻ベッド代等は含みません。

自己魚担の_1_ll最畿  80ri‐ 00円 十 (100万円-267「 000円〕Xl銑 87f430円

中 212′覇70円を高額康養賣として支給し、実際り自己負担額は87f439円となります。



マイナ保険証への円滑な移行に向けた対応
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令和 6年 12月 2日 に保険証発行が終了し、マイナ保険証を基本とする仕組に移行
→ 新たに発生する業務を整理し、運用方法等を検討

医療 DXの基盤 となるマイナ保険証

電子処方露瞥理サービス

オンライン資格確認等システム

電子カルテ情報共有サービス (仮称)

- 4
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マイナ保険証→将来的
二野港盆覇

=お

に

静′分察券・公資負担医療の
受絡着証とマイナンガ《―
カー ドの一体1ヒ

乳幼児億擦
受 ,8歯証

lrillllll十 111:

電子処方箋
処方・調着ul脅報をリアルタイムで共有

→ 併用禁忌・重複投薬を回避

な りすま しを防止

確認 によ り

,電子 カ メ♭ヂ
医療機関間での文書のオンライン送信、診療

に必要なカルテ情報の共有
マイナポータルでの自己情報閲覧 (PHR)

限度額を超える分の

支払を免除

己負担

レセプ ト返戻の減少

患者本人の健康・医療
データに基づ くより良

い医療の実現
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国保制度改革の概要

O平成30年度から、都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財
政運営や効率的な事業の確保等の国保運営に中′せ的な役割を担い、制度
を安定化

O国保の都道府県単位化にあわせ、毎年約3,500億 円 (全国ベース)の財
政支援の拡充 (低所得者対策、保険者努力支援制度 等)

都
道
府
県

市
町
村

・保険給付に雖要な費用の全額を市町村に交付

・将来的な保険料負担の平準化を進めるため、市町村ごとの標準保険料
率 を提示 (標準的な住民負担の見える化)

・国保の運営方針を定め、市町村の事務の効率化・広域化等を推進

地域住民と身近な関係の中、資格管理、保険給付、保険料率の決定、賦
課・徴収、保健事業等、地域におけるきめ細かい事業を引き続き担当



4

都道府県と市町村の役割分担

改革の方向性 _

I.運営の在り方

(総論)

○ 都道府県が財政運営の責任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の

確保等の国保運営に中オむ的な役割を担い、制度を安定化

O都 道府県が、都 県内の統一的な運営方針としての 保運営方針を示し、

市町村が担う事務の効率化、標準化、広域化を推進

都道府県の主な役害け 市町村あ主な役割

2.財政運営 財政運営の責任主体 国保事業費納付金を都道府県に納付

3.資格管理 事務の効率化、標準化、広域化を推進
地域住民と身近な関係の中、資格を管
理 (被保険者証等の発行)

4.保険料率の

決定等
´

i

市町村ごとの標準保険料率を算定・公
盈

標準保険料率等を参考に保険料率を
決定、個 の々事情に庵じた賦課・徴収

5.保険給付
給 付 tこ盛喜な普用を、全額、市町村に

対して交付
保険給付の決定

6.保健事業 市町村に対し、踏要な助言・支援
被保険者の特性に応じたきめ細かい

保健事業を実施 (データヘルス事業
等)    ‐



▲

改革後の国保財政 (概要)

f【改革亘コ
市町村が個別に運営

【改革窒』
ヾ を

担うなど中,む的役割

都道府県が市町村ごとに決定

した国保事業費納付金を市町

村が納付

納付金 【都道府県】

交付金

保険給付に必要な費用を
全額、市町村に交付

_「、

H

E

L

国保運営方針
(県内の統T的方針)

財政支援拡五



`

保険料 (税)のあり方については、被保険者の負担の公平化を実現するため、

県
｀
内のどこに住んでいても、 じ所得、同じ世帯 成であれば同じ保 (税 )

となる保 料水準の統rを 指します。(滋賀県国仄健康保険運営方針より)

A市

B市

C町

県内のどこに住んでいるかに
よつて、同じ所得、同じ世帯構成
であつても、保険料負担が異なる。

保険料水準の統亨 滋賀県

県 内のど いても、ヒ

同じ所得、同じ世帯構成であれ
ば同じ保険料となる。

所得割
資産割
均等菩」
平等割

☆%
×%
■円
◇

所得割 *%
均等割 ▽円
平等割 ☆円

所得害」
均等割
平等割

□%
×円

◆円

(Att Btt C‐嘲

嘲 ||1銘
|

1平等割 |※円|

被保険者の負担の公平化を実現



第3期運営方針 (今和6年度～今和 II年度)

滋賀県が目指す国保

あるべき姿 1県 民が健康な暮らしを送れる、いざとい う時に安′せして
医療を受けられる国保制度

の運営基 本理念 :持続可能な国民健康保

基本理念を実現するための3つの方向性

3.国保財政の

健全化

I.保険料負担

と給付の公平化

2.保健事業の推進
と医療責の迫正化
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一一
・
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一一
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あるべき姿:県民が健康な暮らしを送れる、いざという時に安心して医療を受けられる国保制度

基杢J里念を実現するための3つの方向性

サ 犠尋
1と 保険料負担と

給付の公平化

2日 保健事業の推進と

医療費の適正化
国保財政の

健全化

3

ド
Ｆ

ｌ

ｌ被保険者の負担の公平化を実現するた
め、県内のどこに住んでいても、同じ所
得、同じ世帯構成であれば同じ保険料
(税 )となる保険料水準の統一を目指す。
(原則 令和9年度 (ただし、市町の個別
事f晴を考慮し移行期間を令和11年度ま
で設ける)

① 収納率を納付金算定に反映させるこ
とや、出産育児一時金等を各市町で支え
合う経費とすることなどで、被保険者の
負担の1公平化を図る。

② 市町事務の効率化、標準化、広域化
による給付サービスの平準化を推進

・ 高額療養費の支給事務の簡素化検討

・ 国保基幹システムの標準化

・ オンライン資格確認等への対応

県は、保健事業の推進により、県内のどこ
に住んでいても健康的な生活を送れること、
そして、結果的に医療費の適正化につながる
好循環のシステムづくりに取り組む。

① 保健・医療・介護等のデータ分析に基づ
く第2期県データヘルス計画(令和6年3月
策定)の取組を県、市町ともに推進

特定健診受診率向上対策
特定保健指導実施率向上対策
糖尿病!性腎症重症化予防対策
フレイル予防 等

② 後発医薬品の使用促進や。重複。頻回受
診者、多剤投与者等訪問指導事業等の取組
を実施

③ 国のオンライン請求の在り方を注視しな
がら県による保険給付の点検・柔率療香書
の患者調査を実施等

医療費適正化への取組などの保険者とし
ての努力に対するインセンティブを活用し、
財政基盤の強化に係る取組を進める。

① 決算補填等目的の法定外一般会計繰
入は、原則として行わない。

② 医療費適正化への努力などに応じて交
付される保険者努力支援制度に係る取組
を進め、財政基盤を強化する。

③ 市町において赤字が生じた場合には、
市町毎の赤字削減・解消に向けた取組、
目標年次等を市町と協議の上定める。

③ 保険者規模別目標収納率の設定や徴
収アドバイザー派遣事業、キャッシュレス
納付等を実施し、収納率の底上げを図る。
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⾧浜市国民健康保険の現状 



1 

 

１ 加入世帯、被保険者数の推移 

長浜市の国民健康保険（国保）被保険者は、社会保険の適用拡大や、団塊の世代の後期高齢者医療制度

への移行の影響により年々減少しています。 

２ 被保険者の年齢構成 （令和 6 年 4 月 1 日現在） 

他の健康保険（後期高齢者医療保険を除く）と比較して前期高齢者（65 歳～７４歳）が多く加入して

います。 
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３ 医療費の状況 

（１）1 人当たり年間医療費（療養諸費） 

被保険者全体に対しての１人当たりの医療費は、令和２年度は、新型コロナウイルス感染症の影響によ

り下がっていますが、年々上昇傾向にあります。また、1 人当たりの年間医療費は、年齢の上昇に伴い上

がっていきます。 

 

 

（２）1 人当たり年間医療費県内比較（Ｒ５） ※令和６年７月現在 
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（３）疾病別医療費構成割合（Ｒ６．４月診療分 全年齢） 

 疾病別の医療費の占める割合は、悪性新生物が一番多く、ついで筋骨格系疾患、精神等の疾患、高血圧

と続きます。悪性新生物、虚血性心疾患、脳内出血、脳梗塞、神経系疾患は、生活に重大な影響を与える

疾患であり、その基礎疾患である糖尿病や高血圧性疾患に費用が使われていることがわかります。また、

筋骨格系の疾患や精神疾患も多いことがわかります。 

 

 

 

 

 

４ ジェネリック医薬品（後発薬）使用率の推移 

 医療費の上昇を抑制する手段として、安価なジェネリック医薬品の推奨がなされています。長浜市の使

用率は年々上がってきています。国は、令和 11 年末までに使用率 80％、金額で 65％以上にすること

を目標としています。 
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５ 保険料と収納率 

（１）令和６年度保険料率・賦課限度額 

 県より示された標準保険料率は、令和５年度に比べ平均世帯で６．５％引き上げとなりましたが、長

浜市国民健康保険財政調整基金を活用し、平均世帯で２．１％の引き上げに抑制し、負担軽減を図りまし

た。 

 医療保険分 後期高齢者支援分 介護保険分 

所 得 割 ６．５０％ ２．９５％ ２．５４％ 

均 等 割 ２５，０００円 １１，６００円 １２，２００円 

平 等 割 １７，７００円 ８，１００円 ６，１００円 

賦課限度額 ６５０，０００円 ２４０，０００円 １７０，０００円 

所得割 … (前年所得額－43 万円)×料率    均等割 … 被保険者１人当たりの金額     

平等割 … １世帯当たりの金額 

医療保険分 … 被保険者全員が負担    後期高齢者支援分 … 被保険者全員が負担     

介護保険分 … 40～64 歳の被保険者が負担 

 

 

 

（２） 平均的な世帯（６５歳以上夫婦２人世帯、所得１４０万円）の年間保険料額 

 令和５年度１８６，７４０円 ⇒ 令和６年度 １９０，６６５円（＋3,925 円） 
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(３) 国民健康保険料の軽減世帯推移 

国民健康保険加入者の前年中の所得が一定基準以下の場合は、均等割額と平等割額について軽減（２

割、５割、７割）の適用があります。 

   

 

（４）収納率の推移 

 

 
  

 

短期証及び資格証交付状況（令和 6 年 5 月 1 日現在） 

項目 世帯数（件） 割合（％） 

長浜市国保世帯 13,681 １００ 

滞納世帯 1,469 10.7 

短期被保険者証交付世帯数 101 0.7 

被保険者資格証明書交付世帯数 10 0.07 
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第 3期長浜市国民健康保険データヘルス計画概要 

分析結果・課題 

 

今後の方向性と目標

・新規受診者を増やし、継続受診につなげていく。 

・市民の健康意識を向上し、健診の更なる周知と啓 

発をする。 

特定健診の受診率を向上させる                     対応する保健事業番号（1） 

保健事業 

特定健診の状況 

受診率 

・特定健診受診率は、３6．4%（令和 4年度）で低迷して 

いる。 

・新規受診者が減少傾向。 

・健康状態不明の未受診者が３２．２%（平成３０年度）、 

３１．５%（令和３年度）と横ばい状態。 

健診結果 

・メタボリックシンドローム該当者が増加している。 

・血圧（収縮期）の有所見者の割合が増加している。 

・糖尿病の重症化リスクがある人の医療機関受診率は、

75.7％（令和 4年度）と目標値 90％以上に達して 

いない。 

死亡・介護の状況 

・全国と比較して高い死因 

 

 

 

 

 

 

・本市の死亡原因１位はがんであり、特に男性は肺がん、 

女性の胃がんの死亡率が全国に比べ高い。  

・２号被保険者の介護認定原因疾患は、脳血管疾患が 

４６．５%（令和４年度）で最も高い。 

1 人あたりの医療費 

・医療費の高い疾患 

 

 

 

 

 

・一人あたりの医療費は、平成３０年度３４４，３８７円、 

令和４年度３７９，４４２円と１０．2％増加している。 

 

 

 

目的：健康の保持増進、生活の質（QOL）の維持・向上を図り、 

医療費の適正化及び持続可能な国民健康保険財政運営を目指す 

進捗管理 

 長浜市保険年金課 

健康推進課 

※主要目標 

①未受診者へ電話やはがきによる受診勧奨 

②チラシ・ポスター・広告等による特定健診の啓発 

③新規国民健康保険加入者に特定健診の案内 

④商工会議所等と連携した特定健診の啓発 

（１）特定健診未受診者対策 

①検診を受けやすい体制づくり 

（特定健診とがん検診の同日実施、医療機関での同日実施） 

②無料クーポン券の配布、電話や通知による受診勧奨 

③地域団体等と連携した受診の機運向上 

（2）がん検診の受診率の向上 

 

①特定健診受診後、訪問・面談による保健指導 

②治療中断者、腎症重症化予防対象者へ訪問による保健指導 

③かかりつけ医と連携した保健指導 

（4）糖尿病の重症化リスクがある人への医療機関受

診勧奨と保健指導 

①喫煙者に COPD啓発チラシの送付 

②特定保健指導時に喫煙者への禁煙啓発、COPDチェック 

③地域の健康イベント等で喫煙の害の周知、禁煙啓発 

（5）たばこの健康への影響について周知と禁煙指導 

①運動アプリを取り入れた運動のきっかけづくり 

②運動アプリの認知向上、利用啓発 

③特定保健指導時の運動指導、アプリ導入支援 

④健康情報をモニタリングし生活習慣を改善するため、健康測

定機器の貸出 

（6）運動に取り組むきっかけづくり 

①ジェネリック医薬品差額通知による利用促進 

②重複・頻回受診者、重複・多剤投与者へ保健師等による訪 

問指導 

（7）医療費適正化 

・がん発症リスクと予防（生活習慣改善等）について 
啓発をしていく。 
・定期的に検診を受ける習慣を身に付ける人を増 
やし、要精密検査の対象者を確実に受診につなげ 
ていく。 

 

がん検診の受診率を向上させる                     対応する保健事業番号（2） 

・心疾患・脳血管疾患の基礎疾患である生活習慣病 
予防対策を引き続き実施する。 
その中でも肥満対策及び高血圧対策を重点的に 
行う。 
・糖尿病性腎症重症化予防として、日頃から自分の 
健康状態を把握し、予防を実践できる人を増やす。 
また、医療機関に継続受診する人を増やす。 

   

心疾患、脳血管疾患の重症化を予防する               対応する保健事業番号（3）（4） 

・たばこによる健康リスクについて意識できる環境 
づくりをする。 
・ＣＯＰＤ、がん予防・心疾患・脳血管疾患予防のた 
めにも、メタボリックシンドローム該当者への対応 
を実施する。 
・メタボリックシンドロームや生活習慣病の予防とし 
て運動する習慣のある人を増やしていく。 

 
 

 

喫煙者や運動不足の人を減少させる                  対応する保健事業番号（5）（6） 

令和 4年度  

◆国民健康保険の被保険者数及び国保加入数 

被保険者数：22,237人  国保加入率：20.1％ 

 

・ジェネリック医薬品の利用を促進し、医療費適正化 

を推進する。 

・重複・頻回受診者、重複・多剤投与者を対象に保健 

師等による訪問指導を実施し、適正な医療受診お 

よび医療費適正化につなげる。 

医療費適正化を推進する                          対応する保健事業番号（7） 

①特定保健指導の実施 

②医療受診勧奨判定値以上の人に医療機関への受診勧奨 

③特定健診受診者への結果説明会の開催 

（３）心疾患、脳血管疾患の重症化予防対策 

入院 外来

がん がん

筋・骨格 筋・骨格

精神疾患 糖尿病

脳梗塞 高血圧

男性 女性

急性心筋梗塞 急性心筋梗塞

慢性閉塞性肺疾患
（COPD）

くも膜下出血

心不全 胃がん

計画期間：令和６年度～令和１１年度 

評価指標
計画策定時
（R３）

最終目標
（R11）

特定健診受診率 37.1% 60.0%以上

新規受診者割合 16.9% 19.0％以上

評価指標
計画策定時
（R３）

最終目標
（R11）

胃がん検診受診率 8.2% 10.4%以上

肺がん検診受診率 6.3% 9.2%以上

評価指標
計画策定時
（R３）

最終目標
（R11）

喫煙者の割合（男性） 21.6% 20.0％以下

喫煙者の割合（女性） 3.4% 3.0%以下

1日30分以上運動習慣あ

る人の割合（男性）
38.2% 39.7%以上

1日30分以上運動習慣あ

る人の割合（女性）
30.2% 32.8%以上

評価指標
計画策定時
（R３）

最終目標
（R11）

ジェネリック医薬品使用率 80.1% 83.0%以上

重複・頻回受診者、重

複・多剤投与対象者数
31人 減少

評価指標
計画策定時
（R３）

最終目標
（R11）

メタボリックシンドローム

該当率
19.3% 19.0%以下

血圧が保健指導判定値以

上の者の割合（男性）
55.8% 55.0%以下

血圧が保健指導判定値以

上の者の割合（女性）
46.4% 46.0%以下


